
奈良県就学前の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の需給計画 概要

２．「量の見込み」及び提供体制の「確保の内容」１．計画策定の趣旨等

資 料 ３

奈良県就学前の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の需給計画につ

いて、令和６年10月に策定した「奈良県こどもまんなか未来戦略」の基本理念

のもと、こどものすこやかな成長と子育て世帯を支える教育、保育等の体制整

備に向け、令和７年度から令和11年度を計画期間とする第３期計画として策定

する。

（１）計画策定の趣旨

（３）計画の期間

令和７年４月１日～令和12年３月31日（５年間）

（１）教育・保育の量の見込みと提供体制の確保の内容

需要・供給 R7 R8 R9 R10 R11

量の見込み（需要） 9,124 8,644 8,263 7,874 7,631

確保の内容（供給） 15,656 14,827 14,297 14,047 13,934

量の見込み（需要） 15,629 15,371 15,140 14,789 14,717

確保の内容（供給） 16,990 16,948 17,112 16,942 17,032

量の見込み（需要） 4,776 4,677 4,768 4,783 4,792

確保の内容（供給） 5,173 5,167 5,210 5,213 5,273

量の見込み（需要） 4,087 4,170 4,185 4,183 4,161

確保の内容（供給） 4,431 4,448 4,486 4,513 4,521

量の見込み（需要） 1,801 1,818 1,810 1,792 1,777

確保の内容（供給） 2,594 2,622 2,652 2,630 2,630
0歳児 保育ニーズ
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（２）地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保の内容

＜基本的な考え方＞

市町村が地域の子育て家庭の状況や子育て支援に関するニーズに見合った取組

を計画的に進めるために策定する需給計画における数値の積み上げを基本に、県

の需給計画を策定。

<年度ごとの教育･保育の｢量の見込み(需要)｣及び｢確保の内容(供給)｣の県全体の総計表>

３．県の取組方針

○県全体の総計では「確保の内容（供給）」が「量の見込み（需要）」を上

回っている。しかし、供給が不足する市町村もあることから、各地域の実情

に応じた事業実施が可能となるよう、市町村と連携し、供給不足が解消され

るように取り組みを推進。

○令和６年10月に策定した「奈良県こどもまんなか未来戦略」の基本理念のも

と、こどものすこやかな成長と子育て世帯を支える教育、保育等の体制整備

に向け、各施策を推進する。

※ 別紙記載

（２）計画の位置づけ

○子ども・子育て支援法第62条に基づき、就学前の教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の「量の見込み」(需要)とその提供体制の「確保の内

容」(供給)等を定めるもの。

○「量の見込み」(需要)と「確保の内容」(供給)の数値については、同法第

61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」における数値を集計

したものとする。

○教育・保育施設の認可、認定の際に行われる需給調整の判断基準となる

「単位区域」の設定については、各市町村の需給計画に応じたきめ細かな

需給調整が可能となるよう、各市町村域を区域とする。

（単位：人）

１

令和7年2月7日 こども保育課
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事業名 事業内容 単位 R7 R8 R9 R10 R11

量の見込み（需要） 箇所 115 118 119 124 126

確保の内容（供給） 箇所 117 122 123 128 130

量の見込み（需要） 人 34,203 34,833 35,256 35,604 36,430

確保の内容（供給） 人 35,779 36,407 36,823 37,168 37,993

（c）実費徴収に係る補足給付を行
う事業

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具
その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業

事業実施市町村 市町村数 20 20 20 20 20

事業実施市町村

市町村数 5 5 5 4 4

市町村数 7 7 7 7 7

量の見込み（需要） 人 18,723 18,831 18,811 18,879 18,841

1年生 人 5,230 5,098 4,912 5,047 4,863

2年生 人 4,545 4,732 4,658 4,487 4,647

3年生 人 3,757 3,775 3,969 3,903 3,789

4年生 人 2,829 2,776 2,819 2,963 2,942

5年生 人 1,520 1,580 1,543 1,575 1,662

6年生 人 841 870 911 904 938

確保の内容（供給） 人 19,891 20,139 20,279 20,327 20,393

量の見込み（需要） 人日 2,151 2,134 2,119 2,099 2,081

確保の内容（供給） 人日 2,343 2,327 2,313 2,293 2,275

量の見込み（需要） 人 7,027 6,905 6,795 6,682 6,578

事業実施市町村 市町村数 38 37 37 37 37

量の見込み（需要） 人 901 887 878 864 859

事業実施市町村 市町村数 30 30 30 30 30

量の見込み（需要） 人回 350,589 357,154 366,465 376,112 383,609

確保の内容（供給） 箇所 129 130 130 131 131

箇所 107 108 108 109 109

その他 箇所 22 22 22 22 22

量の見込み（需要） 人日 371,394 362,588 356,223 350,486 348,853

確保の内容（供給） 人日 435,681 428,482 421,608 415,620 412,515

（k）一時預かり事業
（幼稚園在園児）

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間において、認定こど
も園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事
業

20 20 20 20 20

（j）地域子育て支援拠点事業
乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場を提供し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の
援助を行う事業 地域子育て支援拠点事業

市町村数

（h）養育支援訪問事業
養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当
該家庭の適切な養育の実施を確保する事業

（i）子どもを守る地域ネットワー
ク機能強化事業

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネット
ワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業

事業実施市町村

（e）放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教
室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

（f）子育て短期支援事業
（ショートステイ）

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養
護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業

（g）乳児家庭全戸訪問事業
生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う
事業

（d）多様な主体の参入促進事業
特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用した
特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業

新規参入施設等への巡回支援

認定こども園特別支援教育・保育経費

需要・供給

（a）利用者支援事業
子ども及びその保護者等の身近な場所で、教育・保育・保健その他の子育て支援の情報提供及び必要に応じ
相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業

（b）延長保育事業
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、認定こども園、
保育所等において保育を実施する事業
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事業名 事業内容 単位 R7 R8 R9 R10 R11

量の見込み（需要） 人日 70,362 69,133 68,459 67,696 67,188

確保の内容（供給） 人日 71,364 69,736 69,847 69,980 70,295

人日 57,061 55,434 55,544 55,730 55,983

人日 356 353 351 348 345

人日 13,947 13,950 13,951 13,902 13,967

量の見込み（需要） 人日 14,871 14,948 15,072 15,097 15,150

確保の内容（供給） 人日 17,961 18,106 18,269 18,368 18,469

病児保育事業 人日 17,958 18,103 18,266 18,365 18,466

病児・病後児対応型 人日 10,857 10,993 11,115 11,200 11,304

体調不良児対応型 人日 7,077 7,086 7,127 7,141 7,138

非施設型（訪問型） 人日 0 0 0 0 0

人日 3 3 3 3 3

量の見込み（需要） 人日 4,367 4,379 4,386 4,390 4,392

確保の内容（供給） 人日 4,810 4,824 4,837 4,853 4,867

量の見込み（需要） 人日 6,842 9,279 9,252 9,861 9,787

確保の内容（供給） 人日 7,091 9,492 9,429 10,003 9,893

量の見込み（需要） 人 368 367 366 364 392

確保の内容（供給） 人 345 364 363 362 390

量の見込み（需要） 人 264 268 285 289 293

確保の内容（供給） 人 266 270 287 291 295

量の見込み（需要） 回 21,011 20,468 19,959 19,433 18,970

確保の内容（供給） 回 21,041 20,492 19,978 19,452 18,992

回 21,010 20,464 19,950 19,424 18,967

上記以外で業務委託 回 31 28 28 28 25

量の見込み（需要） 人日 1,308 1,615 1,668 1,716 1,720

0歳児 人日 405 488 497 505 497

1歳児 人日 436 576 598 621 630

2歳児 人日 467 551 573 590 593

確保の内容（供給） 人日 1,043 1,455 1,504 1,569 1,589

0歳児 人日 332 465 476 489 490

1歳児 人日 332 498 513 537 545

2歳児 人日 379 492 515 543 554

量の見込み（需要） 人日 5,040 5,049 5,080 5,094 5,117

確保の内容（供給） 人日 5,077 5,097 5,147 5,177 5,218

需要・供給

一時預かり事業
（幼稚園在園児以外）
子育て短期支援事業

（トワイライトステイ）
子育て援助活動支援事業

（病児・緊急対応強化事業以外）

（l）一時預かり事業（幼稚園在園
児以外）、子育て短期支援事業（ト
ワイライトステイ）、子育て援助活
動支援事業（病児・緊急対応強化事
業以外）

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間において、認定こど
も園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事
業（一時預かり）
保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養
護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（子育て短期支援）
乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希
望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業（子育て援助
活動支援）

（m）病児保育事業、子育て援助活
動支援事業（病児・緊急対応強化事
業）

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育等する事業

こども家庭センター

（またはその代替となる拠点）

子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応）

（n）子育て援助活動支援事業
（就学児のみ）

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希
望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業

（p）児童育成支援拠点事業
養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童の居場所となる拠点を開設
し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を行う事業

（o）子育て世帯訪問支援事業
要支援児童、要保護児童及びその保護者等の居宅を訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関す
る援助等を行う事業

（s）乳児等通園支援事業
（こども誰でも通園制度）

保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業所等に通っていない０歳６ヶ月から満３歳までの未就園児
を対象に、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位で柔軟に利用できる事業

（t）産後ケア事業 退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する事業

（q）親子関係形成支援事業
要支援児童、要保護児童及びその保護者等の親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況
等に応じた支援を行う事業

（r）妊婦等包括相談支援事業
妊婦・その配偶者等に対して、面談等の実施により、必要な情報提供や相談に応じるとともに、ニーズに応
じて必要な支援につなげる伴走型相談支援を行う事業


